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第1章 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

 

事業者の名称          ： 日本風力開発株式会社 

代表者の氏名          ： 代表取締役 塚脇正幸 

主たる事務所の所在地  ： 東京都千代田区内幸町 1-1-6 
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第2章 第一種事業の目的及び内容 

2.1 第一種事業の目的 

風力発電は、発電の過程において温室効果ガスを発生しないことから、地球温暖化対策

に貢献する発電技術であり、火力発電や原子力発電と異なり、大気汚染や放射能汚染の危

険性もない。エネルギー自給率の低い我が国においては、エネルギーの安定供給の確保に

つながるため、風力発電は、新規産業の創出への寄与等で期待されている再生可能エネル

ギーの一つである。 

これまでわが国においては、エネルギー自給率の向上と地球温暖化問題を解決するため

の手段のひとつとして、再生可能エネルギーの導入を進めてきた。また、近年では東日本

大震災を契機に再生可能エネルギーの導入の機運が高まっていた。2018 年 7 月に閣議決定

された「第 5 次エネルギー基本計画」においては、2030 年のエネルギーミックスの確実な

実現に向けた取り組みを強化するとともに、2050 年のエネルギー転換・脱炭素化への挑戦

をすることとされており、風力発電は低炭素でかつ国内自給できる重要なエネルギー源と

して位置づけられている。 

また、青森県では「青森県風力発電導入推進アクションプラン」（青森県、平成 18 年 2

月）が策定され、風力発電導入の取り組みが進められている。「青森県エネルギー産業振興

戦略」（青森県、平成 28 年 3 月）においても、青森県の豊富な風力資源を活かして、風力

発電の導入が今後、大幅に増加することが期待されている。さらに、「六ヶ所村新エネルギ

ー推進計画」（六ヶ所村、平成 29 年 2 月）では、青森県エネルギー産業振興戦略を踏まえ、

国内でも有数のエネルギー関連施設の集積地であり、有数の風力発電施設の立地地域でも

ある六ヶ所村において、今後の風力発電施設を含む新エネルギー推進にあたり計画的な土

地利用に取り組むとしている。 

本事業は、青森県上北郡六ヶ所村に位置する既設風力発電所の六ヶ所村風力発電所につ

いて、風力発電機の耐用年数を鑑み、加えて発電効率の向上を目指して、既設風力発電機

の建替及び新設を計画するものである。 

以上より、本事業は国・青森県の施策の方向性と合致したものであり、地元自治体であ

る六ヶ所村や横浜町と一体となって、再生可能エネルギーの導入を進めることで環境保全

を広く地域に意識づけるとともに、地域の活性化を図ることも目指している。なお、発電

した電気は全量を東北電力株式会社へ売電する計画としている。 
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2.2 第一種事業の内容 

2.2.1  第一種事業の名称 

六ヶ所村風力発電所リプレース事業 

 

2.2.2  第一種事業により設置される発電所の原動力の種類 

風力（陸上） 

 

2.2.3  第一種事業により設置される発電所の出力 

【新設の風力発電機の出力】 

風力発電所出力    ： 最大 36,000kW 

風力発電機の単機出力 ： 3,600～4,200kW 級 

風力発電機の基数      ： 8～10 基 

【既設の風力発電機の出力】 

風力発電所出力       ： 32,850 kW(出力制限あり) 

風力発電機の単機出力 ： 1,500kW 級 

風力発電機の基数      ： 22 基 

 

2.2.4  第一種事業の実施が想定される区域及びその面積 

1. 事業実施想定区域の概要 

（1） 事業実施想定区域の位置 

青森県上北郡六ヶ所村、横浜町 

（第 2.2-1 図参照） 

（2） 事業実施想定区域の面積 

約 702ha(風力発電機設置予定区域) 

〔内訳〕 六ヶ所村 ：約 663ha 

横浜町 ：約  39ha 
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第 2.2-1 図(1) 事業の実施が想定される区域（広域）
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第 2.2-1 図(2) 事業の実施が想定される区域（衛星写真） 

衛星画像の出典：Contains modified Copernicus Sentinel data 2019 processed by Sentinel Hub(撮影日 2019.9.10) 
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第 2.2-1 図(3) 事業の実施が想定される区域（事業実施想定区域及びその周囲） 
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2. 事業実施想定区域について 

事業実施想定区域は、現在の風力発電施設のリプレースであることから、現在の施設

のエリアを検討している。以下、社会インフラの整備状況、法令等の制約を受ける場所、

環境保全上留意が必要な場所等の確認を行い、その結果に応じて環境保全上の留意事項

を整理した。 

 

（1） 社会インフラ整備状況の確認 

事業実施想定区域の周囲における道路等の社会インフラ整備状況は第 2.2-2 図のとお

りである。道路整備状況として、事業実施想定区域の西側には下北縦貫道路（一般国道

279 号バイパス）および一般国道 279 号、東側には一般国道 338 号、主要地方道 25 号（東

北横浜線）および一般県道 180 号（尾駮有戸停車場線）があり、主要地方道 24 号（横浜

六ヶ所線）が事業実施想定区域内を通過している。また、鉄道は JR 大湊線が敷設され

ている。 

上記の既存道路等を活用することにより、新たな土地の改変を最小化することが可能

である。なお、本事業では、既存道路等の一部を工事用道路として拡幅する可能性があ

り、その範囲を含めて事業実施想定区域(風力発電機設置対象外)を設定している。 

 

（2） 法令等の制約を受ける場所の確認 

事業実施想定区域の周囲における、法令等の制約を受ける場所（国立公園、鳥獣保護

区、保安林）は第 2.2-3 図のとおりである。 

事業実施想定区域およびその周辺には「自然公園法」（昭和 32 年法律第 161 号）に基

づく自然公園（国立公園、国定公園及び県立自然公園）の指定地域はない。 

一方、「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」（平成 14 年法律第 88

号）に基づく鳥獣保護区の指定状況は、第 2.2-1 表のとおりである。事業実施想定区域

内に鳥獣保護区はない。 

また、事業実施想定区域の周辺には「保安林」が分布しているが、事業実施想定区域

内に保安林はない。 

 

第 2.2-1 表 鳥獣保護区の指定状況 

名 称 指定者 面 積(ha) 期 限 

ヒバリ平 青森県 451 令和 11 年 10 月 31 日 

出典：「鳥獣保護区等位置図」（青森県、令和元年度） 
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（3） 環境保全上留意が必要な場所の確認 

事業実施想定区域およびその周囲における、環境保全上留意が必要な場所は第 2.2-3

図のとおりである。事業実施想定区域内およびその 500m の範囲※内には、学校・保育所、

医療機関及び福祉施設などの配慮が特に必要な施設は確認されなかったが、事業実施想

定区域内(風力発電機設置対象外)及びその周囲において住宅等が確認された。また、拡

幅が必要となる可能性のある既存道路周辺には住宅等が存在しているため、事業進捗や

環境影響評価の手続きを踏まえながら必要に応じて環境保全を検討する。 

 

（4） 事業実施想定区域 

「(1)社会インフラ整備状況の確認」から「(3)環境保全上留意が必要な場所の確認」ま

での整理結果を総括し、第 2.2-3 図に示す。 

なお、風力発電機設置予定範囲以外にも工事用資材等及び風力発電機等の搬入路とし

て活用する場合に、拡幅が必要となる可能性のある既存道路や土捨場の確保等により改

変が及ぶ可能性がある範囲が存在するため、事業実施想定区域は広めに設定することと

し、また、工事用道路として拡幅する可能性がある範囲を事業実施想定区域(風力発電機

設置対象外)として設定した。 

 

 

                                                        
※ 「風力発電施設に係る環境影響評価の基本的考え方に関する検討会報告書（資粋編）」（環境省総合環境政策

局、平成 23 年）によると、風力発電機から約 400ｍまでの距離にある民家において苦情等が多く発生している

調査結果が報告されていることから、概ね 400ｍ未満になると影響が懸念される。 また、近年ではメーカーが

生産する風力発電械の大型化が進んでいる。これらを踏まえ、本事業では 500m の離隔を確保することとした。 
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第 2.2-2 図 社会インフラ整備状況 
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第 2.2-3 図 法令等の制約を受ける場所及び環境保全上留意が必要な場所と事業実施想定区域 
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3. 複数案の設定について 

本事業においては、現在の施設のエリアを基本とし、既存風力発電所・系統連系・道

路の整備状況、法令等の制約を受ける場所、住宅等の分布状況を確認し、事業実施想定

区域の検討を行った。現時点の事業実施想定区域は、リプレースで想定される区域の範

囲内で風力発電機等を配置する可能性のある範囲を包含するように広めに設定しており、

今後の調査等を踏まえ、環境影響の回避・低減も考慮して事業区域を絞り込んでいく計

画である。このような検討の進め方は、「計画段階配慮手続きに係る技術ガイド」(環境

省計画段階配慮技術手法に関する検討会、平成 25 年)において、位置・規模の複数案か

らの絞り込みの過程であって複数案の一種とみなすことができるとされている。 

現段階の想定では、発電所の原動力の出力を最大 36,000kW (3,600～4,200kW 級を最大

10 基）とし、構造に関しては普及率が高く発電効率が最も良いとされる 3 枚翼のプロペ

ラ型風車を想定している。一方、本計画段階において工事・輸送計画等については調査

中であり、具体的な風力発電機の配置や構造については、現地調査等も踏まえて検討す

るため、「配置・構造に関する複数案」の設定は現実的でないと考えられる。なお、今後

の方法書以降の手続きにおいては「風力発電所のリプレースに係る環境影響評価の合理

化に関するガイドライン」(令和２年４月、環境省)も参照しながら事業計画を検討し、

環境影響評価の手法へ反映していく。 

また、事業主体が民間事業者であること、風力発電事業の実施を前提としていること

から、ゼロオプションに関する検討は現実的でないと考えられるため、本配慮書ではゼ

ロオプションを設定しない。 
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2.2.5  第一種事業に係る電気工作物その他の設備に係る事項 

1.  発電機 

本計画段階で設置を想定する風力発電機の概要は第 2.2-2 表のとおりである。 

また、風力発電機の概略図は第 2.2-4 図、基礎構造（例）は第 2.2-5 図のとおりである。 

 

第 2.2-2 表 風力発電機の概要 

項  目 
諸  元 

既設 新設 

定格出力 

（定格運転時の出力） 

総 出 力：32,850 kW 

単体出力：1,500kW  

基  数：22 基 

総 出 力：36,000kW 

単体出力：3,600～4,200kW 級  

基  数：最大 10 基 

ブレード枚数 3 枚 3 枚 

ローター直径 

（ブレードの回転直径） 
最大 70.5m 最大 136m 

ハブ高さ 

（ブレードの中心の高さ） 
最大 64.7m 最大 104m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2-4 図 風力発電機の概略図（新設：例） 
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第 2.2-5 図 風力発電機の基礎構造（新設：例） 
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2. 変電施設 

基本的に既存の設備を利用する予定である。 

 

3. 送電線 

基本的に既存の設備を利用する予定である。 

 

4. 系統連系地点 

基本的に既存の設備を利用する予定である。 

 

2.2.6  第一種事業により設置される発電所の設備の配置計画の概要 

1. 発電機の配置計画 

本事業の風力発電機の配置は現在検討中であり、第 2.2-1 図 (3)に記載した事業実施想

定区域内に設置する計画である。 

風力発電機の基数については連系線の容量により決定されることとなるが、本計画段

階では総発電出力は最大 36,000kW を想定しており、この場合の基数は第 2.2-3 表のとお

りである。 

 

第 2.2-3 表 風力発電機の出力及び基数 

項  目 諸  元 

単機出力 3,600～4,200kW 級 

基数 最大 10 基 

総発電出力 最大 36,000kW 

 

 



 

15 

2.2.7  第一種事業に係る工事の実施に係る期間及び工程計画の概要 

1. 工事計画の概要 

（1） 工事内容 

風力発電事業における主な工事の内容を以下に示す。 

造成・基礎工事等：機材搬入路及びアクセス道路整備、ヤード造成、基礎工事等 

据付工事：風車据付工事（風車輸送含む） 

電気工事：送電線工事、所内配線工事、試験調整 

 

（2） 工事期間の概要 

工事期間は以下を予定する。なお、営業運転開始は令和 9 年 5 月を予定している。 

建設工事期間 ：着工後 1～20 か月目(令和 7 年 4 月～令和 8 年 11 月を予定) 

試験運転期間 ：着工後 21～25 か月目(令和 8 年 12 月～令和 9 年 4 月を予定) 

営業運転開始 ：着工後 26 か月目(令和 9 年 5 月頃を予定) 

※上記の期間のうち、冬季の建設工事は積雪により休工する。 

 

（3） 工事工程の概要 

主要な工事工程の概要は第 2.2-4 表のとおりである。 

 

第 2.2-4 表 主要な工事工程の概要 

項  目 期間及び工程 

1. 造成・基礎工事等 

着工より 1～8 か月目(予定) 
 機材搬入路及びアクセス道路整備 

ヤード造成 

基礎工事等 

2. 据付工事 
着工より 13～20 か月目(予定) 

 風車据付工事（風車輸送含む） 

3. 電気工事 

着工より 1～20 か月目(予定) 
 送電線工事 

所内配線工事 

試験調整 

 

（4） 輸送計画 

本計画段階では、むつ小川原港(青森県)から事業実施想定区域に至る既存道路を活用

し、第 2.2-6 図のとおり風力発電機を輸送する計画である。なお、今後の検討結果によ

っては、輸送計画を変更する可能性がある。 



 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2-6 図 大型部品（風力発電機等）の搬入ルート 
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2.2.8 事業実施想定区域周辺の風力発電所 

事業実施想定区域周辺の風力発電所は第 2.2-5 表および第 2.2-7 図に示すとおりである。 

 

第 2.2-5 表 事業実施想定区域周辺の風力発電所 

事業所 事業者名 発電所出力 備考 

むつ小川原ウィンドファ

ーム 
コスモエコパワー（株） 

設備容量： 31,500kW 

規模：1,500kW×21 基 

運転開始時期 

2003 年 1 月 

野辺地ウインドパーク 
株式会社ユーラスエナジー

野辺地 

設備容量：50,000kW 

規模：2,000kW×25 基 

運転開始時期 

2008 年 2 月 

六ヶ所村二又風力発電所 二又風力開発（株） 
設備容量：51,000kW 

規模：1,500kW×34 基 

運転開始時期 

2008 年 5 月 

はまなす風力発電所 くろしお風力発電株式会社 
設備容量：1,990 kW 

規模：1,990 kW×1 基 

運転開始時期 

2014 年 2 月 

横浜町雲雀平風力発電所 よこはま風力発電株式会社 
設備容量：32,200 kW 

規模：2,300kW×14 基 

運転開始時期 

2015 年 2 月 

吹越台地風力発電所 
日本風力開発ジョイントフ

ァンド（株） 

設備容量：20,000kW 

規模：2,000 kW×10 基 

運転開始時期 

2015 年 4 月 

横浜町風力発電所 横浜風力開発株式会社 
設備容量：38,000 kW 

規模：3,600kW×12 基 

評価書確定 

縦覧済み 

雲雀平風力発電所 雲雀平風力開発㈱ 

設備容量：36,000kW 

規：2,000～3,600kW 

×10基 

方法書 

縦覧済み 

（仮称）新むつ小川原 

ウィンドファーム 
コスモエコパワー（株） 

設備容量： 33,000kW 

規模：4,300kW 

×最大 9 基 

方法書 

縦覧済み 

出典：「環境アセスメントデータベース 再生可能エネルギー情報」(令和 2 年 4 月閲覧)  

https://www2.env.go.jp/eiadb/webgis/index.html 

   「資源エネルギー庁 HP 再生可能エネルギー発電事業計画認定情報」(令和 2 年 4 月閲覧) 

「六ヶ所村ホームページ 大規模風力発電」(令和 2 年 4 月閲覧) 

http://www.rokkasho.jp/index.cfm/7,309,15,html 

「横浜町再生可能エネルギー基本計画」(横浜町、平成 29 年 6 月) 
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第 2.2-7 図 事業実施想定区域周辺の風力発電所位置図 
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第3章 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

事業実施想定区域及びその周囲における自然的状況及び社会的状況について、環境要素の区分

ごとに事業特性を踏まえ、計画段階配慮事項を検討するに当たり必要と考えられる範囲を対象に

文献その他の資料により把握した。 

事業実施想定区域及びその周囲における自然的状況の概況は第 3-1 表、社会的状況の概況は第

3-2 表、関係法令等による地域指定状況は第 3-3 表のとおりである。 

 

第 3-1 表(1) 自然的状況の概況 

項目 主な地域特性 

大気環境 気象 ・六ヶ所地域気象観測所における令和元年の年平均気温は 9.8℃、年間

降水量は 1,079.5mm、年平均風速は l.8m/s であり、最大風速時の風向

は西北西の月が多い。 

 大気質 ・事業実施想定区域の近傍の一般環境大気測定局である尾駮小学校局

における平成 30 年度の二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質の

測定結果は、環境基準を達成している。一方、光化学オキシダント

は環境基準を達成していない。 

 騒音・振動 ・東青地域県民局環境管理部管内（東津軽郡・野辺地町・横浜町・六

ヶ所村）における騒音及び振動に係る平成 30 年度の苦情件数は 0 件

である。 

水環境 水象 ・事業実施想定区域及びその周囲の主要な河川としては、事業実施想

定区域の北側を二又川（普通河川）が流れ、尾駮沼に流入している。 

 水質 ・事業実施想定区域及びその周囲を流れる二又川が流入する尾駮沼で

水質測定が行われている。平成 30 年度の水質測定結果は、一部の項

目で環境基準を達成していない。 

 地下水 ・事業実施想定区域及びその周囲における地下水の水質の状況として、

横浜町吹越において平成 25 年に概況調査が行われており、全ての項

目で環境基準を達成している。 

土壌及び地盤 土壌 ・事業実施想定区域の土壌は主に黒ボク土壌、褐色森林土壌（赤褐色）

からなっている。 

・事業実施想定区域が位置する六ヶ所村及び横浜町では、「土壌汚染対

策法」（平成 14 年法律第 53 号）に基づいた要措置区域及び形質変更

時要届出区域の指定はされていない。 

 地盤 ・「平成 30 年度全国の地盤沈下地域の概況」（環境省、令和 2 年）によ

ると事業実施想定区域が位置する六ヶ所村、横浜町及び野辺地町に

おいて地盤沈下は確認されていない。 
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第 3-1 表(2) 自然的状況の概況 

項目 主な地域特性 

地形及び地質 地形 ・事業実施想定区域の地形は主にローム台地（上位、中位）からなり、

一部、三角州性低地、大起伏丘陵地からなっている。 

・事業実施想定区域及びその周囲には、「日本の地形レッドデータブッ

ク第 1 集」（日本の地形レッドデータブック作成委員会、平成 12 年）、

「日本の地形レッドデータブック第 2 集」（日本の地形レッドデータ

ブック作成委員会、平成 14 年）において選定された保存すべき地形

は存在しない。 

 地質 ・事業実施想定区域の地質は主にローム質火山灰からなり、一部に砂

岩・凝灰質砂岩、砂質・シルト質砂岩が分布している。 

・事業実施想定区域及びその周囲には、「文化財保護法」（昭和 25 年法

律第 214 号）により指定されている重要な地質は存在しない。 

動植物及び生

態系 

動物相 ・事業実施想定区域及びその周囲では、哺乳類 36 種、鳥類 285 種、爬

虫類 9 種、両生類 12 種、昆虫類 409 種、魚類 77 種及び底生動物 75

種の合計 903 種が確認されている。このうち重要種は、哺乳類 9 種、

鳥類 115 種、爬虫類 2 種、両生類 5 種、昆虫類 76 種、魚類 23 種及

び底生動物 26 種の合計 256 種である。 

・哺乳類のうちコウモリについては「環境アセスメントデータベース 

全国環境情報」（環境省 HP、閲覧：令和 2 年 4 月閲覧）によると、

事業実施想定区域では確認されていないが、その周囲でヒナコウモ

リ及びキクガシラコウモリが確認されている。 

・「生物多様性情報システム－ガンカモ類の生息調査－」（環境省 HP、

閲覧：令和 2 年 4 月）によると、事業実施想定区域から 5km 圏内に

見られる調査地点（尾駮沼及び鷹架沼）では、14 種のガンカモ類の

渡来が確認されている。「環境アセスメントデータベース センシテ

ィビティマップ」（環境省 HP、閲覧：令和 2 年 4 月）によると、事

業実施想定区域の南東に位置する尾駮沼上空がオオハクチョウ、マ

ガンの日中の渡りルートとなっている。 

・「環境アセスメントデータベース センシティビティマップ」（環境

省 HP、閲覧：令和 2 年 4 月）によると、事業実施想定区域及びその

周囲でイヌワシ、チュウヒ、オジロワシ、クマタカ、オオワシの生

息が確認されており、このうち、チュウヒ、オジロワシ、オオワシ

が事業実施想定区域が位置するメッシュで確認されている。また、

これらの生息情報をもとに作成した注意喚起レベルは、事業実施想

定区域が位置するメッシュで「注意喚起レベル A2」及び「注意喚起

レベル A3」となっている。 

 動物の注目

すべき生息

地 

・事業実施想定区域及びその周囲には、県指定の天然記念物である「横

浜町のゲンジボタルおよびその生息地」及び「小川原湖のハクチョ

ウ」が存在する。また、動物の注目すべき生息地として、青森県指

定の鳥獣保護区である「ヒバリ平」及び「有畑」、日本の重要な湿地

である「陸奥湾」及び「小川原湖湖沼群」、重要野鳥生息地（IBA）

である「仏沼・小川原湖湖沼群」、生物多様性の保全の鍵になる重要

な地域（KBA）である「下北の湿地」が存在する。 
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第 3-1 表(3) 自然的状況の概況 

項目 主な地域特性 

動植物及び生

態系 

植物相、 

植生 

・事業実施想定区域及びその周囲では、維管束植物（シダ植物及び種

子植物）が 771 種確認されている。このうち重要種は、86 種である。 

・事業実施想定区域内においては、クロマツ植林（植生自然度 6）、牧

草地（植生自然度 2）が広く分布するほか、自然植生としては丘陵地

の沢沿いにハンノキ－ヤチダモ群集（植生自然度 9）、低地にヤナギ

高木群落（Ⅴ）（植生自然度 9）が分布している。また、代償植生と

しては主にアカマツ群落（Ⅴ）（植生自然度 7）、タニウツギ－ノリウ

ツギ群落（植生自然度 5）が主に丘陵地斜面下部に分布する。 

 重要な植物

群落 

・事業実施想定区域及びその周囲で確認された重要な植物群落は、「第

3 回自然環境保全基礎調査特定植物群落調査報告書」（環境庁、平成

12 年）に掲載されている特定植物群落として、「六ヶ所村のハンノ

キ・ヤチダモ林」及び「六ヶ所村のリュウキンカの群生」の 2 群落

が存在している。 

 巨樹・巨木

林 

・「巨樹・巨木林調査データベース」（環境省 HP、閲覧：令和 2 年 4 月）

によると、事業実施想定区域及びその周囲には巨樹・巨木林は存在

しない。 

 生態系 ・事業実施想定区域内の環境類型区分は、自然林、二次林、植林地、

草地、耕作地等、市街地等、水域の 7 区分が分布しており、その中

でも耕作地等が広く分布するほか、事業実施想定区域南部には植林

地が広がっている。自然林は事業実施想定区域中央部を東西に帯状

に分布する。 

景観及び人と

自然との触れ

合い活動の場 

景観 ・事業実施想定区域及びその周囲の主要な眺望点としては、「むつ小川

原国家石油備蓄基地展望台」など計 20 地点がある。 

・事業実施想定区域内に含まれる自然景観資源としては、「六ヶ所海岸

段丘」、「尾駮沼湿原」がある。 

 人と自然と

の触れ合い

の活動の場 

・事業実施想定区域及びその周囲の人と自然との触れ合いの活動の場

としては、「下北スリーハンドレッドゴルフクラブ」、「大石総合運動

公園」など計 16 箇所があげられる。 

一般環境中の

放射性物質 

 ・事業実施想定区域の最寄りの環境放射線測定地点である二又測定局

における令和元年度の空間放射線量率は、年平均で 22nGy/h となっ

ている。 
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第 3-2 表(1) 社会的状況の概況 

項目 主な地域特性 

人口及び産業 人口 ・平成 27 年における六ヶ所村の人口は 10,536 人、世帯数は 4,683 世帯、

横浜町の人口は 4,535 人、世帯数は 1,785 人で、人口・世帯数ともに

減少傾向にある。 

 産業 ・平成 27 年 10 月 1 日現在の産業別就業者数の割合は、六ヶ所村、横

浜町ともに第三次産業の占める割合が高い。 

土地利用  ・「平成 31 年度固定資産の価格等の概要調書」（青森県）によると、六

ヶ所村の地目別土地利用は、山林の割合が最も高く、次いで雑種地、

原野、畑の順となっている。横浜町では、山林の割合が最も高く、

次いで原野、畑の順となっている。 

河川、湖沼及び

海域の利用並

びに地下水の

利用 

河川、湖沼

及び海域の

利用 

・事業実施想定区域及びその周囲では、再処理事業所で表流水が専用

水道の水源として利用されている。また、事業実施想定区域及びそ

の周囲の河川には、漁業権が設定されている。 

 地下水の利

用 

・事業実施想定区域及びその周囲における地下水の利用状況は、六ヶ

所村で上水道事業、横浜町で簡易水道事業の水源として利用されて

いる。また、六ヶ所村では、二又川流域の地下水（深井戸）を利用

し、六ヶ所工業用水道事業が実施されている。 

交通  ・事業実施想定区域及びその周囲における主要な道路としては、下北

縦貫道路（一般国道 279 号バイパス）、一般国道 279 号、一般国道 338

号、主要地方道 24 号（横浜六ヶ所線）、主要地方道 25 号（東北横浜

線）、一般県道 180 号（尾駮有戸停車場線）があげられる。 

・鉄道は JR 大湊線が敷設されている。 

学校、病院その

他の環境の保

全についての

配慮が特に必

要な施設の配

置及び住宅の

配置 

 ・環境保全についての配慮が特に必要な施設として、学校、医療機関、

福祉施設等があげられるが、事業実施想定区域及びその周囲にはな

い。 

・住宅及び集会所等は、事業実施想定区域内には分布していないが、

事業実施想定区域（風力発電機設置対象外）に住宅及び、地域の方々

が集会所として利用する「二又夢はぐ館」が分布している。また、

事業実施想定区域の周辺にも住宅等が分布している。 

下水道  ・平成 30 年度末における汚水処理人口普及率は六ヶ所村では 95.7%、

横浜町では 36.6%となっている。下水道普及率は六ヶ所村では

84.1%、横浜町では 0.0%となっている。 

廃棄物 一般廃棄物 ・平成 30 年度における一般廃棄物総排出量は六ヶ所村で 4,379t、横浜

町で 1,696t となっている。 

 産業廃棄物 ・青森県における平成 25 年度の産業廃棄物排出量は 4,794 千 t である。 

・事業実施想定区域を中心とした 60km の範囲における中間処理施設及

び最終処分場の施設数は、中間処理施設 81 か所、最終処分場 6 か所

となっている。また、事業実施想定区域及びその周囲には、産業廃

棄物処理業者が 7 事業者存在している。 
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第 3-2 表(2) 社会的状況の概況 

項目 主な地域特性 

環境の保全を

目的として法

令等により指

定された地域

その他の対象

及び当該対象

に係る規制の

内容その他の

環境の保全に

関する施策の

内容 

公害関係法

令等、 

自然関係法

令等 

（第 3-3 表参照） 

その他の環

境保全計画

等 

・その他の環境保全計画等としては、以下のものがあげられる。 

「青森県環境の保全及び創造に関する基本条例」（平成 8 年青森県条例

第 43 号） 

「第 6 次青森県環境計画」（令和 2 年） 

「青森県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」（平成

13 年青森県条例第 71 号） 

「青森県エネルギー産業振興戦略」（平成 28 年） 

「青森県地球温暖化対策推進計画」（平成 23 年） 

「第 4 次六ヶ所村総合振興計画」（平成 28 年） 

「六ヶ所村新エネルギー推進計画」（平成 29 年） 

「第 5 次横浜町総合振興計画」（横浜町、平成 23 年） 

「横浜町地域新エネルギービジョン」（平成 14 年） 

「横浜町再生可能エネルギー基本計画」（平成 30 年変更） 
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第 3-3 表 関係法令等による地域指定状況 

区分 法令等 地域地区等の名称 

指定等の有無 

六ヶ所村 横浜町 野辺地町 

事業実施 

想定区域 

及び 

その周囲 

事業実施 

想定区域 

土
地 

国土利用計画法 

都市地域 ○ × ○ ○ ○ 

農業地域 ○ ○ ○ ○ ○ 

森林地域 ○ ○ ○ ○ ○ 

都市計画法 都市計画用途地域 ○ × ○ ○ ○ 

公
害
防
止 

環境基本法 
水質類型指定 ○ ○ ○ × × 

騒音類型指定 × × × × × 

騒音規制法 規制地域 × × × × × 

振動規制法 規制地域 × × × × × 

水質汚濁防止法 指定地域 × × × × × 

悪臭防止法 規制地域 ○ ○ ○ ○ ○ 

土壌汚染対策法 指定区域 × × × × × 

工業用水法及び建築物用地下水の

採取の規制に関する法律 
地下水採取の規制地域 × × × × × 

自
然
保
護 

自然公園法 

国立公園 × × × × × 

国定公園 × × × × × 

県立自然公園 × × × × × 

自然環境保全法 
自然環境保全地域 × × × × × 

県自然環境保全地域 × × × × × 

世界の文化遺産及び自然遺産の保

護に関する条約 
文化遺産、自然遺産 × × × × × 

都市緑地法 緑地保全地域 × × × × × 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の

適正化に関する法律 
鳥獣保護区 × ○ ○ ○ × 

絶滅のおそれのある野生動植物の

種の保存に関する法律 
生息地等保護区 × × × × × 

特に水鳥の生息地として国際的に

重要な湿地に関する条約 
ラムサール条約湿地 × × × × × 

文
化
財 

文化財保護法 

国指定史跡・名勝・天然

記念物 
○※ ○※ ○※ ○※ ○※ 

県指定史跡・名勝・天然

記念物 
○ ○ ○ ○ × 

町、村指定史跡・名勝・

天然記念物 
○ ○ ○ × × 

周知の埋蔵文化財包蔵地 ○ ○ ○ ○ × 

景観 
景観法 景観計画区域 ○ ○ ○ ○ ○ 

都市計画法 風致地区 × × × × × 

国
土
防
災 

森林法 保安林 ○ ○ ○ ○ × 

砂防法 砂防指定地 ○ ○ ○ ○ × 

急傾斜地の崩壊による災害の防止

に関する法律 
急傾斜地崩壊危険区域 ○ × ○ × × 

地すべり等防止法 地すべり防止区域 × × × × × 

土砂災害警戒区域に対する土砂災

害防止対策等の推進に関する法律 

土砂災害警戒区域及び土

砂災害特別警戒区域 
○ ○ ○ ○ ○ 

河川法 河川保全区域 × × × × × 

海岸法 海岸保全区域 ○ ○ ○ × × 

注：1. ○：指定あり、×：指定なし 

2. ※は、所在地が地域を定めず指定したものの種のみの指定があることを示す。 
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第4章 第一種事業に係る計画段階配慮事項に関する調査、予測及び評価の結果 

4.1 計画段階配慮事項の選定の結果 

本事業に係る環境の保全のために配慮すべき事項（以下「計画段階配慮事項」という。）

については、「発電所アセス省令」の別表第 5 においてその影響を受けるおそれがあるとさ

れる環境要素に係る項目（以下「参考項目」という。）を勘案しつつ、本事業の事業特性及

び地域特性を踏まえ、第 4.1-1 表のとおり重大な影響のおそれのある環境要素を選定した。 

「計画段階配慮手続に係る技術ガイド」（環境省計画段階配慮技術手法に関する検討会、

平成 25 年）において、「計画熟度が低い段階では、工事の内容や期間が決定していないた

め予測評価が実施できない場合もある。このような場合には、計画熟度が高まった段階で

検討の対象とすることが望ましい。」とされている。 

本配慮書においては、工事中の影響を検討するための工事計画等まで決まるような熟度

にないものの、方法書以降の手続きにおいて実行可能な環境保全措置を検討することによ

り環境影響の回避又は低減が可能であると考え、工事の実施による重大な環境影響を対象

としないこととした。なお、方法書以降の手続きにおいては「工事用資材等の搬出入、建

設機械の稼働及び造成等の施工による一時的な影響」に係る環境影響評価を実施する。 
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第 4.1-1 表 計画段階配慮事項の選定 

 

影 響 要 因 の 区 分 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

環 境 要 素 の 区 分 

工事の実施 

土地又は工作 

物の存在及び 

供用 

工
事
用
資
材
等
の
搬
出
入 

建
設
機
械
の
稼
働 

造
成
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

地
形
改
変
及
び
施
設
の
存
在 

施
設
の
稼
働 

環境の自然的構成要

素の良好な状態の保

持を旨として調査、

予測及び評価される

べき環境要素 

大気環境 

大気質 
窒素酸化物 

     
粉じん等 

     騒音及び 

超低周波音 
騒音及び超低周波音 

    
○ 

振動 振動 
     

水環境 
水質 水の濁り 

     
底質 有害物質 

     

その他の

環境 

地形及び

地質 
重要な地形及び地質 

     

その他 風車の影 
    

○ 

生物の多様性の確保

及び自然環境の体系

的保全を旨として調

査、予測及び評価さ

れるべき環境要素 

動物 

重要な種及び注目すべき生

息地（海域に生息するものを

除く。）    
○ ○ 

海域に生息する動物 
     

植物 

重要な種及び重要な群落（海

域に生育するものを除く。） 
   

○ 
 

海域に生育する植物 
     

生態系 地域を特徴づける生態系 
   

○ ○ 

人と自然との豊かな

触れ合いの確保を旨

として調査、予測及

び評価されるべき環

境要素 

景観 
主要な眺望点及び景観資源

並びに主要な眺望景観 
   

○ 
 

人と自然との触れ合い

の活動の場 

主要な人と自然との触れ合

いの活動の場 
   

○ 
 

環境への負荷の量の

程度により予測及び

評価されるべき環境

要素 

廃棄物等 
産業廃棄物 

     

残土 
     

一般環境中の放射性

物質について調査、

予測及び評価される

べき環境要素 

放射線の量 放射線の量 
     

注：l．   は、「発電所アセス省令」第 21 条第 1 項第 5 号に定める「風力発電所別表第 5」に示す参考項目であり 

   は、同省令第 26 条の 2 第 1 項に定める「別表第 11」に示す放射性物質に係る参考項目である。 

2．「○」は、計画段階配慮事項として選定した項目を示す。 
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4.2 調査、予測及び評価の手法 

選定した計画段階配慮事項に係る調査、予測及び評価の手法は第 4.2-1 表のとおりである。 

 

第 4.2-1 表(1) 調査、予測及び評価の手法 

環境要素の区分 調査手法 予測手法 評価手法 

大

気

環

境 

騒音及

び超低

周波音 

騒音及び 

超低周波音 

配慮が特に必要な施

設等の状況を文献そ

の他の資料により調

査した。また、騒音に

係る環境基準の類型

指定の状況等につい

ても調査した。 

事業実施想定区域と配

慮が特に必要な施設等

との位置関係（最短距

離）を整理し、事業実

施想定区域から 2.0km※

1の範囲について 0.5km

間隔で配慮が特に必要

な施設等の戸数を整理

した。 

予測結果を基に、重大な

環境影響の回避又は低

減が将来的に可能であ

るかを評価した。 

そ

の

他

の

環

境 

その他 風車の影 配慮が特に必要な施

設等の状況を文献そ

の他の資料により調

査した。 

事業実施想定区域と配

慮が特に必要な施設等

との位置関係（最短距

離）を整理し、事業実

施想定区域から 2.0km※

2の範囲について 0.5km

間隔で配慮が特に必要

な施設等の戸数を整理

した。 

予測結果を基に、重大な

環境影響の回避又は低

減が将来的に可能であ

るかを評価した。 

動 物 重要な種及び

注目すべき生

息地（海域に

生息するもの

を除く。） 

動物の生息状況につ

いて、文献その他の資

料及び専門家等への

ヒアリングにより調

査した。 

文献その他の資料調査

結果及び専門家等への

ヒアリング結果から、

各種の生態特性等を基

に、事業実施想定区域

内の各種の生息環境の

有無を整理した。これ

らを踏まえ、改変によ

る生息環境の変化に伴

う影響について予測し

た。 

予測結果を基に、地形改

変及び施設の存在並び

に施設の稼働が重要な

種及び注目すべき生息

地に与える影響を評価

した。 

 

 

 

                                                        
※1「風力発電所の環境影響評価のポイントと参考事例」（環境省総合環境政策局、平成 25 年）によると、国内

の先行実施モデル事業における検討事例において、2.0km 以内に存在する影響対象（住宅等）を 500m ごと

に整理する予測方法が採用されている。また、「風力発電施設から発生する騒音等への対応について」（風力

発電施設から発生する騒音等の評価手法に関する検討会、平成 28 年）によると、「発電所一般において環境

影響を受ける範囲であると認められる地域は、事業実施想定区域及びその周囲 1km の範囲内」と記載されて

いる。 

以上を踏まえ、配慮書段階では安全側として 2.0km の範囲を設定した。 
※2「風力発電所の環境影響評価のポイントと参考事例」（環境省総合環境政策局、平成 25 年）における、海外

のアセス事例の予測範囲より最大値を設定した。 
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第 4.2-1 表(2) 調査、予測及び評価の手法 

環境要素の区分 調査手法 予測手法 評価手法 

植 物 重要な種及び

重要な群落 

(海域に生育する

ものを除く。) 

植物及び植物群落の

分布状況について、

文献その他の資料に

より調査した。 

文献その他の資料調査結果

から、各種の生態特性等を

基に、事業実施想定区域内

の各種の生育環境の有無を

整理した。これらを踏まえ、

改変による生育環境の変化

に伴う影響について予測し

た。 

予測結果を基に、地形

改変及び施設の存在が

植物の重要な種及び重

要な群落に与える影響

を評価した。 

生 態 系 地 域 を 特 徴 

づける生態系 

重要な自然環境のま

とまりの場につい

て、文献その他の資

料により分布状況を

調査した。 

文献その他の資料から抽出

した重要な自然環境のまと

まりの場と事業実施想定区

域との位置関係を整理し

た。 

予測結果を基に、地形

改変及び施設の存在並

びに施設の稼働が重要

な自然環境のまとまり

の場に与える影響を評

価した。 

景 観 主要な眺望点

及び景観資源

並びに主要な

眺 望 景 観 

主要な眺望点及び景

観資源の状況につい

て、文献その他の資

料により調査した。 

①主要な眺望点及び景観資

源への直接的な影響 

施設の存在に伴う主要な

眺望点及び景観資源への影

響について、事業実施想定

区域との位置関係より直接

改変の有無を予測した。 

②主要な眺望点からの風力

発電機の視認可能性 

主要な眺望点の周囲につ

いて、メッシュ標高データ

を用いた数値地形モデルに

よるコンピュータ解析を行

い、風力発電機が視認され

る可能性のある領域を可視

領域として予測した。 

③主要な眺望点からの風力

発電機の見えの大きさ 

各眺望点と事業実施想定

区域の最寄り地点までの最

短距離を基に、風力発電機

の見えの大きさ（最大垂直

視角）について予測した。

風力発電機の高さは地上

172m とし、風力発電機が眺

望点から水平の位置に見え

ると仮定した。なお、風力

発電機の手前に存在する樹

木や建物等の遮蔽物及び

「②主要な眺望点からの風

力発電機の視認可能性」の

予測結果（可視領域）は考

慮しないものとした。 

予測結果を基に、「主要

な眺望点の直接改変の

有無」、「景観資源の直

接改変の有無」及び「風

力発電機の視認可能性

及び風力発電機の見え

の大きさ」の各観点か

ら影響を評価した。 

人と自然と

の触れ合い

の活動の場 

主要な人と自

然との触れ合

いの活動の場 

主要な人と自然との

触れ合いの活動の場

の状況について、文

献その他の資料によ

り調査した。 

地形改変及び施設の存在に

伴う主要な人と自然との触

れ合いの活動の場への影響

について、事業実施想定区

域との位置関係より直接改

変の有無を予測した。 

予測結果を基に、重大

な環境影響の回避又は

低減が将来的に可能で

あるかを評価した。 
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4.3 調査、予測及び評価の結果 

 選定した計画段階配慮事項に係る調査及び予測の結果（概要）は、第 4.3-1 表のとおりで

ある。 

 

第 4.3-1 表(1) 調査及び予測の結果（概要） 

環境要素 調査結果（概要） 予測結果（概要） 

騒 音 及 び

低周波音 

事業実施想定区域及びその周囲等における配慮が

特に必要な施設等の位置は、第 4.3-1 図のとおりであ

る。 

事業実施想定区域及びその周囲において、配慮が特

に必要な施設（学校、医療機関、福祉施設）等は確認

されなかった。一方、事業実施想定区域（風力発電機

設置対象外）に住宅及び、地域の方々が集会所として

利用する「二又夢はぐ館」が確認された。また、事業

実施想定区域の周辺にも住宅等が確認された。 

 事業実施想定区域と配慮が特に必要な

施設等との位置関係は第 4.3-2 図に示す

とおりであり、配慮が特に必要な施設（学

校、医療機関、福祉施設）は確認されな

かったものの、事業実施想定区域から

2.0km の範囲に住宅が 54 戸、集会所等が

2 棟確認された。 

風車の影 事業実施想定区域及びその周囲等における配慮が

特に必要な施設等の位置は、第 4.3-1 図のとおりであ

る。 

事業実施想定区域及びその周囲において、配慮が特

に必要な施設（学校、医療機関、福祉施設）等は確認

されなかった。一方、事業実施想定区域（風力発電機

設置対象外）に住宅及び、地域の方々が集会所として

利用する「二又夢はぐ館」が確認された。また、事業

実施想定区域の周辺にも住宅等が確認された。 

 事業実施想定区域と配慮が特に必要な

施設等との位置関係は第 4.3-2 図に示す

とおりであり、配慮が特に必要な施設（学

校、医療機関、福祉施設）は確認されな

かったものの、事業実施想定区域から

2.0km の範囲に住宅が 54 戸、集会所等が

2 棟確認された。 

動物 ①重要な種の分布状況 

動物の重要種は、哺乳類 9 種、鳥類 115 種、爬虫類

2 種、両生類 5 種、昆虫類 76 種、魚類 23 種及び底生

動物 26 種の合計 256 種が確認されている。 

②動物の注目すべき生息地 

事業実施想定区域が一部位置する横浜町では、「横

浜町のゲンジボタルおよびその生息地」、事業実施想

定区域周辺に位置する東北町・三沢市では、「小川原

湖のハクチョウ」が県指定の天然記念物に指定されて

いる。 

また、動物の注目すべき生息地としては、事業実施

想定区域の南東に位置する「小川原湖湖沼群」があり、

日本の重要湿地に指定されている。事業実施想定区域

の周囲では「ヒバリ平」及び「有畑」が青森県指定の

鳥獣保護区となっている。 

③専門家等へのヒアリング 

文献その他の資料の収集のみでは得られない地域

の情報について、専門家等へのヒアリングを実施し

た。 

ヒアリングの結果、事業実施想定区域の周囲に生息

する種及び注目すべき生息地について第 4.3-2 表に示

す情報が得られた。 

文献その他の資料調査による現存植生

図と事業実施想定区域との重ね合わせを

行った結果は、第 4.3-3 図のとおりであ

る。 

事業実施想定区域及びその周囲は植林

地、耕作地植生である牧草地及びクロマ

ツ植林が広範囲に分布する。事業実施想

定区域内においても牧草地及びクロマツ

植林が広く分布するほか、自然植生とし

ては丘陵地の沢沿いにハンノキ－ヤチダ

モ群集、低地にヤナギ高木群落（Ⅴ）が

分布している。また、代償植生としては

主にアカマツ群落（Ⅴ）、タニウツギ－ノ

リウツギ群落が主に丘陵地斜面下部に分

布する。 

このような環境を、樹林・草地、水辺

（河川、池沼、湿地、海岸、海等）に区

分した上で、生息する重要な種について、

改変による生息環境の変化に伴う影響を

予測した。予測結果は第 4.3-4 表のとお

りである。 
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第 4.3-1 表(2) 調査及び予測の結果（概要） 

環境要素 調査結果（概要） 予測結果（概要） 

植物 ①重要な種の分布状況 

植物の重要種は、37 科 86 種が確認されている。 

②重要な群落 

事業実施想定区域及びその周囲における特定植物

群落として、「六ヶ所村のハンノキ・ヤチダモ林」及

び「六ヶ所村のリュウキンカの群生」の 2 群落が存在

するが、事業実施想定区域内には存在しない。 

③専門家等へのヒアリング 

文献その他の資料の収集のみでは得られない地域

の情報について、専門家等へのヒアリングを実施し

た。 

ヒアリングの結果、事業実施想定区域の周囲に生息

する種及び注目すべき生息地について第 4.3-5 表に示

す情報が得られた。 

文献その他の資料調査による現存植生

図と事業実施想定区域との重ね合わせを

行った結果は、第 4.3-3 図のとおりであ

る。 

事業実施想定区域及びその周囲は植林

地、耕作地植生である牧草地（植生自然

度 2）及びクロマツ植林（植生自然度 6）

が広範囲に分布する。事業実施想定区域

内においてもクロマツ植林、牧草地が広

く分布するほか、自然植生としては丘陵

地の沢沿いにハンノキ－ヤチダモ群集

（植生自然度 9）、低地にヤナギ高木群落

（Ⅴ）（植生自然度 9）が分布している。

また、代償植生としては主にアカマツ群

落（Ⅴ）（植生自然度 7）、タニウツギ－

ノリウツギ群落（植生自然度 5）が主に

丘陵地斜面下部に分布する。 

このような環境を、樹林、草地、山地、

水辺（河川、池沼、湿地等、海浜、海岸

湿地等）に区分した上で、生息する重要

な種について、改変による生息環境の変

化に伴う影響を予測した。予測結果は第

4.3-6 表のとおりである。 

生態系 文献その他の資料から、重要な自然環境のまとまり

の場の状況を抽出した。これらの分布状況等は、第

4.3-4 図のとおりである。 

事業実施想定区域およびその周囲には自然林（ブナ

クラス域自然植生）が分布しており、一部が事業実施

想定区域に含まれている。 

自然林（ブナクラス域自然植生）の一

部が事業実施想定区域に分布しているこ

とから、改変による生息•生育環境が変化

する可能性があると予測する。 
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第 4.3-1 表(3) 調査及び予測の結果（概要） 

環境要素 調査結果（概要） 予測結果（概要） 

景観  事業実施想定区域及びその周囲に

おける主要な眺望点は第 4.3-5 図、自

然景観資源は第 4.3-6 図のとおりであ

る。 

①主要な眺望点及び景観資源への直接的な影響 

主要な眺望点は、いずれも事業実施想定区域には含ま

れないが、「二又夢はぐ館」が事業実施想定区域（風力

発電機設置対象外）に含まれるため、直接的な改変の可

能性がある。 

景観資源のうち「六ヶ所海岸段丘」及び「尾駮沼湿原」

が事業実施想定区域に含まれるため、部分的に直接的な

改変の可能性がある。「六ヶ所海岸段丘」及び「尾駮沼

湿原」以外は、いずれも事業実施想定区域に含まれない

ため、直接的な改変はないと予測する。 

②主要な眺望点からの風力発電機の視認可能性 

主要な眺望点の周囲の可視領域は、第 4.3-7 図のとお

りである。 

主要な眺望点のうち、「むつ小川原国家石油備蓄基地

展望台」、「二又夢はぐ館」、「横浜町烏帽子平自然の家」、

「上北六ヶ所太陽光発電所展望台」、「六ヶ所原燃 PR セ

ンター」、「エネワンソーラーパーク六ヶ所村展望台」、

「大石総合運動公園」、「南地区老人憩いの家」、「ぼんて

ん山」、「吹越烏帽子」、「尾駮レイクサイドパーク」、「六

ヶ所野鳥観察公園」、「鷹架野鳥の里森林公園」、「ユーラ

ス六ヶ所ソーラーパーク展望台」、「砂浜海岸海水浴場」

は、視野角 1 度以上の範囲にあり、可視領域に含まれる

ことから、風力発電機が視認される可能性があると予測

する。 

③主要な眺望点からの風力発電機の見えの大きさ 

主要な眺望点からの風力発電機の見えの大きさは第

4.3-7 表のとおりである。 

主要な眺望点から事業実施想定区域に最も近くに位

置する「むつ小川原国家石油備蓄基地展望台」及び「二

又夢はぐ館」までの距離は約 0.6km で、風力発電機の見

えの大きさ（最大垂直視角）は最大約 16 度と予測する。 

人 と 自 然

と の 触 れ

合 い 活 動

の場 

事業実施想定区域及びその周囲に

おける主要な人と自然との触れ合い

の活動の場は、第 4.3-8 表及び第 4.3-8

図のとおりである。 

 事業実施想定区域に主要な人と自然との触れ合いの

活動の場が含まれず、直接的な改変は生じないと予測す

る。 

 



 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.3-1 図 事業実施想定区域の周囲における配慮が特に必要な施設等の位置 
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第 4.3-2 図 事業実施想定区域と配慮が特に必要な施設等との位置関係 
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第 4.3-2 表 専門家等へのヒアリング結果概要（動物） 

専門分野 概 要 

動物(哺乳類：

コウモリ類) 

【所属：研究団体代表】 

(文献の確認状況) 

・コウモリ類の重要種については対象地域周辺で新規の文献は確認されてい

ないが、横浜町においてモリアブラコウモリが確認されている。 

 

(その他) 

・今後のコウモリ類への配慮のため調査時期や調査方法の詳細等について、

方法書段階で改めて確認する。 

 

動物(鳥類・猛

禽類) 

【所属：研究所所長】 

(文献の確認状況) 

・「おおせっからんど年報 創刊 第 1 号」の仏沼鳥類目録に「仏沼に生息

するシマクイナについて」があるので参照する。 

・文献はほぼ網羅されているが、むつバイパス関連の環境調査報告書が青森

県から出ている。今後の方法書等における調査計画で参照する。 

・鳥類ではないが、ヒメヒナコウモリが青森県に分布している。 

 

(その他) 

・本ウインドファームの既存風車におけるバードストライク、バットストラ

イクの記録があれば(または今後調査するのであれば)、重要な情報になる。 

・オジロワシが尾駮沼周辺に２ペア繁殖しており、その行動圏に入るかどう

かの情報が必要となる。 

・六ヶ所湖沼群と陸奥湾を往復する水鳥の移動回廊があるかどうかの確認

と、もし存在する場合、周辺風車基地群や既存送電線をどのように避けて

飛翔しているかの情報が必要となる。 
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第 4.3-3 図 文献その他の資料による現存植生図と事業実施想定区域 

※植生図の凡例は第 4.3-3 表のとおりである。 
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第 4.3-3 表 現存植生図凡例 

 
注：1. 図中 No.は第 4.3-3 図の番号に対応する。 

2. 統一凡例 No.とは「自然環境保全基礎調査 植生調査（植生自然度調査）」（環境省 HP、閲覧：令和

2 年 4 月）の 1/25,000 現存植生図に示される 6 桁の統一凡例 No.（凡例コード）である。 
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第 4.3-4 表(1) 動物の重要な種への影響の予測結果 

分類群 
主な 

生息環境 
種名 影響の予測結果 

哺乳類 

樹林・草地等 

モリアブラコウモリ※、ヒメヒナコウモリ
※、ヒナコウモリ、ウサギコウモリ、ホン

ドモモンガ、ニッコウムササビ、ヤマネ、

ツキノワグマ、ニホンイイズナ、カモシカ 

（10 種） 

事業実施想定区域内に主な生息環境

である樹林・草地が存在し、その一

部が改変されることから、生息環境

が変化する可能性がある。 

水辺（河川、池

沼、湿地等） 

カワネズミ 

（1 種） 

事業実施想定区域内に主な生息環境

である河川が存在するものの、河川

は直接改変を行わないことから、生

息環境の変化はほとんどないと予測

する。なお、池沼、湿地等は事業実

施想定区域内に存在しない。 

鳥類 

樹林・草地等 

ウズラ、ヤマドリ、アオバト、ジュウイチ、

ヨタカ、ヤマシギ、ハチクマ、ツミ、ハイ

タカ、オオタカ、イヌワシ、クマタカ、オ

オコノハズク、コノハズク、フクロウ、ア

オバズク、トラフズク、アカショウビン、

アリスイ、オオアカゲラ、チョウゲンボウ、

コチョウゲンボウ、チゴハヤブサ、サンシ

ョウクイ、サンコウチョウ、チゴモズ、ア

カモズ、セッカ、キバシリ、マミジロ、ク

ロツグミ、コマドリ、イスカ、シマアオジ、

ノジコ、クロジ 

（36 種） 

事業実施想定区域内に主な生息環境

である樹林・草地が存在し、その一

部が改変されることから、生息環境

が変化する可能性がある。 

水辺（河川、池

沼、湿地、海岸、

海等） 

ヒシクイ、マガン、コクガン、コハクチョ

ウ、オオハクチョウ、ツクシガモ、オシド

リ、オカヨシガモ、ヨシガモ、ハシビロガ

モ、シマアジ、トモエガモ、シノリガモ、

ビロードキンクロ、コオリガモ、カンムリ

カイツブリ、シロハラミズナギドリ、クロ

コシジロウミツバメ、ヒメクロウミツバ

メ、コシジロウミツバメ、コウノトリ、ヒ

メウ、サンカノゴイ、ヨシゴイ、オオヨシ

ゴイ、チュウサギ、ヘラサギ、クロツラヘ

ラサギ、シマクイナ※、クイナ、ヒメクイ

ナ、ヒクイナ、バン、タゲリ、ケリ、イカ

ルチドリ、シロチドリ、メダイチドリ、オ

オメダイチドリ、セイタカシギ、オオジシ

ギ、シベリアオオハシシギ、オグロシギ、

オオソリハシシギ、ダイシャクシギ、ホウ

ロクシギ、ツルシギ、アカアシシギ、カラ

フトアオアシシギ、タカブシギ、ソリハシ

シギ、オバシギ、コオバシギ、オジロトウ

ネン、ヒバリシギ、ウズラシギ、サルハマ

シギ、ハマシギ、ヘラシギ、キリアイ、ツ

バメチドリ、オオセグロカモメ、コアジサ

シ、ウミガラス、ケイマフリ、マダラウミ

スズメ、ウミスズメ、ミサゴ、オジロワシ、

オオワシ、チュウヒ、ハイイロチュウヒ、

ケアシノスリ、ヤマセミ、ハヤブサ、マキ

ノセンニュウ、オオセッカ、セグロセキレ

イ、コジュリン、オオジュリン 

（80 種） 

事業実施想定区域内に主な生息環境

である河川が存在するものの、河川

は直接改変を行わないことから、生

息環境の変化はほとんどないと予測

する。なお、池沼、湿地、海岸、海

等は事業実施想定区域内に存在しな

い。 

渡り等の移動特性を持つ種について

は、施設の稼働に伴う移動経路の分

断により生息環境が変化する可能性

がある。 

注：※は、文献調査結果に専門家等へのヒアリング結果にもとづき追加した重要種 
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第 4.3-4 表(2) 動物の重要な種への影響の予測結果 

分類群 
主な 

生息環境 
種名 影響の予測結果 

爬虫類 

樹林・草地 

ヒバカリ 

（1 種） 

事業実施想定区域内に主な生息環境

である樹林・草地が存在し、その一部

が改変されることから、生息環境が変

化する可能性がある。 

水辺（河川、池

沼、湿地、海岸、

海等） 

アカウミガメ 

（1 種） 

事業実施想定区域内に主な生息環境

が存在しないため、生息環境の変化は

ほとんどないと予測する。 

両生類 
水辺（河川、池

沼、湿地等） 

トウホクサンショウウオ、クロサンショ

ウウオ、アカハライモリ、トノサマガエ

ル、ツチガエル 

（5 種） 

事業実施想定区域内に主な生息環境

である河川が存在するものの、河川は

直接改変を行わないことから、生息環

境の変化はほとんどないと予測する。

なお、池沼、湿地等は事業実施想定区

域内に存在しない。 

昆虫類 

樹林・草地 

ツマグロマキバサシガメ、ルリハダホソ

クロバ、ベニモンマダラ道南亜種、ホシ

チャバネセセリ、ギンイチモンジセセリ 

オオチャバネセセリ、スジグロチャバネ

セセリ北海道・本州・九州亜種、ヒメシ

ジミ本州・九州亜種、キマダラモドキ、

ヒカゲチョウ、スジボソヤマキチョウ、

ヒメシロチョウ北海道・本州亜種、ヨツ

モンマエジロアオシャク、ヒメスズメ、

イブキスズメ、シロホソバ、セブトモク

メヨトウ、ハスオビアツバ、セアカオサ

ムシ、ダイコクコガネ、トウホクトラカ

ミキリ、エゾアカヤマアリ、ニトベギン

グチ、シロスジフデアシハナバチ 

（24 種） 

事業実施想定区域内に主な生息環境

である樹林・草地が存在し、その一部

が改変されることから、生息環境が変

化する可能性がある。 

水辺（河川、池

沼、湿地等） 

コバネアオイトトンボ、キイトトンボ、

ルリイトトンボ、モートンイトトンボ、

カラカネイトトンボ、ハグロトンボ、ア

オヤンマ、マダラヤンマ、コシボソヤン

マ、ヤブヤンマ、オナガサナエ、ホンサ

ナエ、ウチワヤンマ、ヒメサナエ、メガ

ネサナエ、コヤマトンボ、モリトンボ、

ショウジョウトンボ、ハラビロトンボ、

ハッチョウトンボ、ムツアカネ、マイコ

アカネ、ヒメアカネ、オオキトンボ、タ

イワンナガマキバサシガメ、ババアメン

ボ、ゴマシジミ北海道・東北亜種、ウラ

ギンスジヒョウモン、ヒョウモンチョウ

東北以北亜種、スゲドクガ、クビグロケ

ンモン、ウスジロケンモン、ガマヨトウ、

キスジウスキヨトウ、シロオビヨトウ、

マガリスジコヤガ、タテスジケンモン、

カエルキンバエ、アカガネオサムシ本州

亜種、マークオサムシ、エリザハンミョ

ウ、シマゲンゴロウ、ケシゲンゴロウ、

ヒメケシゲンゴロウ、ヒゲブトコツブゲ

ンゴロウ、オオミズスマシ、ゲンジボタ

ル、ムナグロチャイロテントウ、イカリ

アオカメノコハムシ、オオルリハムシ、

キアシネクイハムシ、キンイロネクイハ

ムシ 

（52 種） 

事業実施想定区域内に主な生息環境

である河川が存在するものの、河川は

直接改変を行わないことから、生息環

境の変化はほとんどないと予測する。

なお、池沼、湿地等は事業実施想定区

域内に存在しない。 
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第 4.3-4 表(3) 動物の重要な種への影響の予測結果 

分類群 
主な 

生息環境 
種名 影響の予測結果 

魚類 

水辺（河川、池

沼、湿地、海岸、

海等） 

スナヤツメ北方種、（スナヤツメ類）、カ

ワヤツメ、ニホンウナギ、ニシン、キン

ブナ、タナゴ、ゼニタナゴ、ジュウサン

ウグイ、ドジョウ属の一種、イトウ、サ

クラマス、サクラマス（ヤマメ）、ニホン

イトヨ、（イトヨ類）、トミヨ属淡水型、

キタノメダカ、クルメサヨリ、（カジカ

類）、カンキョウカジカ、ハナカジカ、ヒ

モハゼ、シロウオ、チチブ、スミウキゴ

リ、ジュズカケハゼ 

（23 種） 

※スナヤツメ類、イトヨ類、カジカ類は

種数に計上しない。 

事業実施想定区域内に主な生息環境

である河川が存在するものの、河川は

直接改変を行わないことから、生息環

境の変化はほとんどないと予測する。

なお、池沼、湿地、海岸、海等は事業

実施想定区域内に存在しない。 

 

底生 

動物 

水辺（河川、池

沼、湿地、海岸、

海等） 

マルタニシ、オオタニシ、カワグチツボ、

エゾマメタニシ、エゾミズゴマツボ、ニ

ホンミズシタダミ、モノアラガイ、ヒダ

リマキモノアラガイ、ヒラマキミズマイ

マイ、ヒラマキガイモドキ、ナガナタネ

ガイ、クリイロキセルガイモドキ、エゾ

コギセル、カワシンジュガイ、コガタカ

ワシンジュガイ、カラスガイ、マツカサ

ガイ、ウネナシトマヤガイ、ヤマトシジ

ミ、ハマグリ、タカホコシラトリ、ヌマ

コダキガイ、アナンデールヨコエビ、ザ

リガニ、サワガニ、アリアケモドキ 

（26 種） 

事業実施想定区域内に主な生息環境

である河川が存在するものの、河川は

直接改変を行わないことから、生息環

境の変化はほとんどないと予測する。

なお、池沼、湿地、海岸、海等は事業

実施想定区域内に存在しない。 
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第 4.3-5 表 専門家等へのヒアリング結果概要（植物） 

専門分野 概 要 

植物 

【所属：団体研究員】 

(文献の確認状況) 

・本地域の文献については、藤原陸夫・阿部裕紀子（2017）による「北東北維

管束植物分布図」が参考となる。今後の方法書等における調査計画で参照す

る。 

・その文献中に記載されている種のうち六ヶ所村に分布する重要種すべてが、

事業実施想定区域に出現する訳ではなく、多くが南部や東部の湖沼周辺で記

録されたものであるが、少なくとも青森県レッドデータブックに掲載されて

いる種全体のうちから、出現可能性のある種が絞られる。 

 

(貴重種等の生育情報について) 

・事業実施想定区域の大半が耕作地であり、あまり重要種が出現するとは思わ

れないが、以前実施していた横浜町で調査していた経験から想定される状況

を以下に示す。 

・段丘上の畑地と畑地間の斜面にヤマシャクヤクが、あるいは斜面下部の用水

路沿いにホソバノアマナが生育していることもあった。 

・南部と北東部の一部が植林地（おそらくスギ植林）となっているが、シダや

耐陰性の強いラン科が残っている可能性もある。 

・コナラやクリなどの落葉広葉樹の二次林内にはエビネやサルメンエビネなど

の貴重種も生育している可能性がある。隣接する横浜町では落葉広葉樹にエ

ビネが多産していた。 

・自然林としてハンノキ－ヤチダモ林やヤナギ高木林があるが、特に小河川で

も下方への浸食作用が強くて意外に深い谷間の斜面沿いで重要種が見つかる

こともある。 

・植生図に表れないような小区画の窪地や湿地などにはエゾサワスゲもあり、

アカマツ林ではオオウメガサソウも見ている。 
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第 4.3-6 表 植物の重要な種への影響の予測結果 
主な生育 

環境 
種 名 影響の予測結果 

樹林・草

地・山地 

イブリハナワラビ、ミチノクサイシン、ホソバノアマナ※、エ

ビネ、サルメンエビネ、キンラン、クマガイソウ、ノカンゾウ、

フクジュソウ、オキナグサ、ノカラマツ、ヤマシャクヤク、カ

ラフトダイコンソウ、シナノタイゲキ、イヌノフグリ、カイジ

ンドウ、ムシャリンドウ、キキョウ、アキノハハコグサ 

（19 種） 

事業実施想定区域内に主な生息

環境である樹林・草地・山地が

存在し、その一部が改変される

ことから、生息環境が変化する

可能性がある。 

水辺（河川、

池沼、湿地、

海浜、海岸

湿地等） 

ヒメミズニラ、ミズニラ、サンショウモ、ハンゲショウ、ヒン

ジモ、アギナシ、スブタ、トチカガミ、トリゲモ、オオトリゲ

モ、ヒメイバラモ、イトイバラモ、シバナ、ホソバノシバナ、

スゲアマモ、コアマモ、ホソバヒルムシロ、イトモ、コバノヒ

ルムシロ、ササエビモ、ツツイトモ、リュウノヒゲモ、イトク

ズモ、カワツルモ、ネジリカワツルモ、ハマカキラン、ミズト

ンボ、トキソウ、カキツバタ、ミクリ、タマミクリ、ネムロホ

シクサ、エゾホシクサ、セキショウイ、ホロムイクグ、ウシオ

スゲ、オオクグ、ヒメウシオスゲ、エゾサワスゲ、チシママツ

バイ、スジヌマハリイ、チャボイ、ヒメキンポウゲ、ヒメバイ

カモ、チトセバイカモ、アズマツメクサ、イヌハギ、ヒロハノ

カワラサイコ、ヤチイチゴ、ノウルシ、イソスミレ、オオバタ

チツボスミレ、ミズスギナ、ヒメビシ、コガネギシギシ、エゾ

ハコベ、ナガバツメクサ、オオウメガサソウ、オオマルバノホ

ロシ、エゾナミキ、タヌキモ、ヒメタヌキモ、ムラサキミミカ

キグサ、ヒメシロアサザ、ガガブタ、アサザ、キタノコギリソ

ウ、ムツトウヒレン 

（68 種） 

事業実施想定区域内に主な生息

環境である河川が存在するもの

の、河川は直接改変を行わない

ことから、生息環境の変化はほ

とんどないと予測する。なお、

池沼、湿地、海岸等は事業実施

想定区域内に存在しない。 

注：※は、文献調査結果に専門家等へのヒアリング結果にもとづき追加した重要種 
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第 4.3-4 図 重要な自然環境のまとまりの場の状況 
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第 4.3-5 図 主要な眺望点の位置 
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第 4.3-6 図(1) 自然景観資源の位置（第 3 回自然環境保全基礎調査） 
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第 4.3-6 図(2) 景観資源の状況（地域別景観特性ガイドプラン） 
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第 4.3-7 図 主要な眺望点の周囲の可視領域 
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第 4.3-7 表 主要な眺望点からの風力発電機の見えの大きさ（予測） 

番号 主要な眺望点 

主要な眺望点から 

事業実施想定区域の 

最寄り地点までの距離 

(km) 

風力発電機の 

見えの大きさ 

（最大垂直視角） 

（度） 

① むつ小川原国家石油備蓄基地展望台 約 0.6 km 約 16 度 

② 二又夢はぐ館 約 0.6 km 約 16 度 

③ 横浜町烏帽子平自然の家 約 1.4km 約 7 度 

④ 上北六ヶ所太陽光発電所展望台 約 1.6km 約 6 度 

⑤ 六ヶ所原燃 PR センター 約 2.0 km 約 5 度 

⑥ エネワンソーラーパーク六ヶ所村展望台 約 2.4km 約 4 度 

⑦ 大石総合運動公園 約 2.5 km 約 4 度 

⑧ 南地区老人憩いの家 約 3.4km 約 3 度 

⑨ ぼんてん山 約 4.0 km 約 2 度 

⑩ 吹越烏帽子 約 4.0 km 約 2 度 

⑪ 尾駮レイクサイドパーク 約 5.0 km 約 2 度 

⑫ 六ヶ所野鳥観察公園 約 5.7km 約 2 度 

⑬ 鷹架野鳥の里森林公園 約 5.8 km 約 2 度 

⑭ ユーラス六ヶ所ソーラーパーク展望台 約 6.8km 約 1 度 

⑮ 砂浜海岸海水浴場 約 8.0km 約 1 度 

⑯ 横浜町の菜の花畑 約 12.8km 約 0.8 度 

⑰ 野辺地海浜公園 約 15.6 km 約 0.6 度 

⑱ 物見崎 約 16.0km 約 0.6 度 

⑲ 愛宕公園展望台 約 16.7 km 約 0.6 度 

⑳ 常夜燈公園 約 16.8 km 約 0.6 度 

注：1．風力発電機が眺望点から水平の位置に見えると仮定し、最大垂直視角を計算した。 

2．風力発電機の手前に存在する樹木や建物等及び「②主要な眺望点からの風力発電機の視  

認可能性」の予測結果（可視領域）は考慮しないものとした。 
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第 4.3-8 表(1) 主要な人と自然との触れ合いの活動の場 

名 称 概   要 

ぼんてん山 ぼんてん山は標高 468ｍで眺望が楽しめる。太平洋と陸奥湾のほか、国家石油

備蓄基地、原子燃料サイクル施設、風力・太陽光発電施設など、エネルギー関

連施設を一望できる。登山道の途中には推定 400 年のブナの木があり、8 合目

付近には通称「前ぼんてん」と呼ばれる六ヶ所村を一望できる絶景スポットが

ある。 

物見崎 六ヶ所村の最北端にあり、太平洋に突き出た標高 25m 程の海食崖。 

北の尻労地区から南の八戸市種差海岸まで砂浜海岸が連なるが、この付近一帯

が岩石海岸で、古い火山の吹越山地をつくっている玄武岩質の集塊岩や溶岩か

らなる岩石海岸を形成している。険しい断崖の上には灯台が立ち、太平洋の雄

大な景色を眺めることができる。 

尾駮 

レイクサイドパーク 

尾駮沼の北側に整備された公園。広く尾駮沼を望むことができ、岸辺での散歩

や家族・仲間との集いなど、くつろげる場所になっている。穏やかな水面を眺

めながらのジョギング、本格的なバードウォッチングもできる。 

六ヶ所野鳥観察公園 尾駮沼の河口に近い北側に整備された公園。尾駮沼と飛来する白鳥などの水鳥

を観察することができる。 

鷹架野鳥の里 

森林公園 

鷹架沼はミサゴ、サギ等の野鳥が多く生息し、沼に面した鷹架野鳥の里森林公

園はバードウォッチングの穴場として知られている。ここからは、野鳥観察と

ともに鷹架沼から太平洋を望む景観を楽しむことができる。 

内子内農山村広場 多目的広場やアスレチックがあり、野草観察や野鳥観察など目的別の遊歩道が

整備されている。 

大石総合運動公園 野球場、陸上競技場、サッカー場、テニスコート、総合体育館、プール、フィ

ールドアスレチックなどの施設が整っていて、スポーツ、アウトドアのほか、

各種イベントも開催され、地域の憩いの場となっている。公園内は、遊歩道が

整備されていて、高台や池もあり、ジョギングや散歩をするのにとても気持ち

の良い、緑に囲まれた環境となっている。高台からは、ウィンドパークの風車

を望むこともできる。 

下北スリーハンドレ

ッドゴルフクラブ 

本州最北端に位置し、壮大な白の風車群に囲まれてのプレーは、国内とは思え

ないほどの雰囲気を味わえる。 

吹越烏帽子 東北 100 名山に選定されている登山スポット。標高は 507.8ｍで、登山路も比較

的ゆるやかなため、気軽にハイキング気分で登山を楽しむことができる。山頂

は 360 度見渡すことができ、西に陸奥湾、東に太平洋、そして八甲田連峰や釜

臥山などの山々を望むことができる。 

横浜町の菜の花畑 横浜町を南北に貫くはまなす街道（国道 279 号）沿いでは、5 月の中ごろにな

ると、黄色いじゅうたんと例えられる総面積 200ha（平成 10 年当時の作付面積）

を誇る日本一の菜の花畑が、一面まばゆいばかりの黄色に染まる。この菜の花

畑の広がりと、青い空、緑の草地が織り成すコントラストは、牧歌的風景の一

語につきる。ここは、5 月に行われる「菜の花フェスティバル」のイベント会

場にもなっており、多くの観光客が訪れて賑わう。 

自然苑 自然苑の広大な敷地内には、体験農園、山菜園などがあり、自然に触れながら

農業を体験することができ、昔懐かしい農家の佇まいを残す交流ハウスもある。

9 月上旬には菜の花で有名な横浜町らしいナタネ蒔き体験もできる。 

三保野公園 菜の花ロード（横浜バイパス、国道 279 号）とはまなすベイライン（JR 大湊線）

の間にある三保野公園は、横浜町の中心を流れる三保川を整備して作られた町

の憩いの場である。近くに道の駅「菜の花プラザ」があり、解放的な公園では

芝生でくつろいだり、水遊びやスポーツも楽しめる。 
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第 4.3-8 表(2) 人と自然との触れ合いの活動の場 

名 称 概   要 

よこはまホタル村 ホタルの保護増殖や環境保全活動を行っている。また、子どもたちとイベント

を通して世代間交流を行い、地域おこしにもつながっている。ホタルの保護活

動の成果が認められ、「横浜町ゲンジボタルとその生息地」として青森県から天

然記念物に指定されている。 

砂浜海岸海水浴場 毎年 7 月上旬から 8 月中旬にかけて海水浴場を開設しており、海水浴やキャン

プが楽しめる。砂浜海岸の海水浴場は遠浅で家族連れに人気があるほか、ボー

ドセーリングを楽しむ人達も集まる。また、広い芝生の多目的広場では、キャ

ッチボールなどの軽スポーツができ、くつろぎの場として利用できる。ログ調

の町営コテージも人気がある。沖合にある人工島のナタネ島からは陸奥湾やむ

つ市の釜臥山を眺めることができる。晴れの日には陸奥湾の夕陽を望むことが

でき、また冬には白鳥の飛来地となる等、一年通して見どころがあるスポット

となっている。 

愛宕公園 野辺地町を一望できる高台に造られた公園で、桜の景勝地として知られている。

季節感豊かな林の中にある散策路を進むと、傍らに松尾芭蕉の句碑や、石川啄

木の歌碑、郷土の文人中市絶壁の句碑などがあり、文学散歩も楽しめる。また、

明治天皇が野辺地町を訪れた際に飲まれたという湧水「御膳水」や天皇に同行

し、この地で倒れたという愛馬の銅像も建てられている皇室ゆかりの土地でも

ある。 

十符ヶ浦海水浴場 

（野辺地海浜公園） 

野辺地海浜公園の中核をなす十符ヶ浦海水浴場は、遠浅の上波も静かで良好な

海水浴場の条件を備えている。陸奥湾に面した広い砂浜からは遠く下北半島も

眺められ、贅沢な開放感を味わえ、シーズン中は家族連れなどで連日にぎわう。

また、芝生広場ではバーベキューやキャンプをすることができ、真夏のレジャ

ースポットとなっている。 

「青森県観光情報サイト アプティネット」（公益社団法人 青森県観光連盟、閲覧：令和 2 年 4 月）
https://www.aptinet.jp/index.html 

「ふるさと眺望点（上十三地区）」（青森県 HP、閲覧：令和 2 年 4 月） 

https://www.pref.aomori.lg.jp/life/keikan/keikan-daikibo-1-1-5.html 

「下北半島旅ガイド ぐるりんしもきた」（一般社団法人 しもきた TABI あしすと HP、閲覧：令和 2 年 4 月）
https://gururin-shimokita.com/ 

「観光ガイド」（六ヶ所村 HP、閲覧：令和 2 年 4 月）http://www.rokkasho.jp/index.cfm/8,6003,18,html 

「横浜町観光案内マップ」（横浜町 HP、閲覧：令和 2 年 4 月） 

http://www.town.yokohama.lg.jp/index.cfm/1,html 

「観光ガイド」（野辺地町 HP、閲覧：令和 2 年 4 月）http://www.town.noheji.aomori.jp/kanko 

「あなたの街のローカルガイド Loupe」（閲覧：令和 2 年 4 月）https://theloupe.jp/      より作成 
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第 4.3-8 図 主要な人と自然との触れ合いの活動の場の位置 
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4.4 総合的な評価 

重大な環境影響が考えられる項目についての評価の結果は、第 4.4-1 表のとおりである。 

人と自然との触れ合いの活動の場については、重大な影響がないと評価する。また、騒

音及び超低周波音、風車の影、動物、植物、生態系及び景観については、今後の環境影響

評価における現地調査を踏まえて環境保全措置を検討することにより、重大な影響を回避

又は低減できる可能性が高いと評価する。 

今後、方法書以降の手続き等において、より詳細な調査を実施し、風力発電機の配置等

及び環境保全措置を検討することにより、環境への影響を回避又は低減できるよう留意す

るものとする。 

 

第 4.4-1 表(1) 重大な環境影響が考えられる項目についての評価の結果 

環境要素 評価結果 方法書以降の手続き等において留意する事項 

騒音及び 

超低周波音 

事業実施想定区域周辺において配慮が特に必

要な施設は確認されなかったものの、事業実施

想定区域から 2.0km の範囲に住宅が 54 戸、集会

所等が 2 棟確認された。 

上記の状況を踏まえ、今後の環境影響評価手

続き及び詳細設計において、右に示す事項に留

意することにより、重大な影響を回避又は低減

できる可能性が高いと評価する。 

・住宅等からの距離に留意して、風力発電機

の配置及び機種を検討する。 

・超低周波音を含めた音環境を把握し、風力

発電機の選定状況に応じたパワーレベルを

設定したうえで予測計算を行うとともに、

騒音及び超低周波音の影響の程度を把握

し、必要に応じて環境保全措置を検討する。

予測計算に際しては、地形による回折効果、

空気吸収の減衰及び地表面の影響による減

衰を考慮する。 

風車の影 

事業実施想定区域周辺において配慮が特に必

要な施設は確認されなかったものの、事業実施

想定区域から 2.0km の範囲に住宅が 54 戸、集会

所等が 2 棟確認された。 

上記の状況を踏まえて、今後の環境影響評価

手続き及び詳細設計において、右に示す事項に

留意することにより、重大な影響を回避又は低

減できる可能性が高いと評価する。 

・住宅等からの距離に留意して風力発電機の

配置及び機種を検討する。 

・風車の影の影響範囲及び時間を数値シミュ

レーションにより把握し、必要に応じて環

境保全措置を検討する。 

 

 



 

52 

第 4.4-1 表(2) 重大な環境影響が考えられる項目についての評価の結果 

環境要素 評価結果 方法書以降の手続き等において留意する事項 

動物 

水辺（河川）を主な生息環境とする重要な種

については、事業実施想定区域内であっても改

変しないことから、重大な影響はないと評価す

る。 

水辺（池沼、湿地、海岸、海等）を主な生息

環境とする重要な種については、事業実施想定

区域内に主な生息環境が存在しないことから、

影響はないと評価する。 

樹林や草地を主な生息環境とする重要な種

については、直接改変による生息環境の変化に

伴う影響が生じる可能性があるが、右に示す事

項に留意することにより、重大な影響を回避又

は低減できる可能性が高いと評価する。 

・動物の生息状況を現地調査等により把握し、

また、重要な種及び注目すべき生息地への

影響の程度を適切に予測し、必要に応じて

環境保全措置を検討する。 

・特にオジロワシ、オオワシ、イヌワシなど

の猛禽類は生息状況を「猛禽類保護の進め

方（改訂版）」（環境省、平成 24 年）に準拠

した調査を実施し、予測を行う。また、ガ

ン・カモ・ハクチョウ類や小鳥類などの渡

り鳥の移動ルートにも留意し、移動状況を

把握できるよう調査を実施し、予測を行う。 

植物 

水辺（河川）を主な生育環境とする重要な種

については、事業実施想定区域内であっても改

変しないことから、重大な影響はないと評価す

る。 

水辺（池沼、湿地、海浜、海岸湿地等）を主

な生育環境とする重要な種及び重要な群落に

ついては、事業実施想定区域内に主な生育環境

が存在しないことから、影響はないと評価す

る。 

樹林や草地を主な生育環境とする重要な種

については、直接改変による生育環境の変化に

伴う影響が生じる可能性があると予測するが、

右に示す事項に留意することにより、重大な影

響を回避又は低減できる可能性が高いと評価

する。 

・植物の生育状況及び植物群落の現況を現地

調査等により把握し、また、重要な種及び

重要な群落への影響の程度を適切に予測

し、必要に応じて環境保全措置を検討する。 

生態系 

鳥獣保護区及び保安林は事業実施想定区域

外であるため、重大な影響は無いと評価する。 

一方、自然林（ブナクラス域自然植生）の一

部が事業実施想定区域に分布すると予測する

が、右に示す事項に留意することにより、重大

な影響を回避又は低減できる可能性が高いと

評価する。 

・事業実施想定区域には主に樹林地や草地が

含まれていることから、自然林や二次林と

いった自然環境のまとまりの場を多く残存

させるよう検討する。 

・生態系の現況を現地調査等により把握し、

また、重要な種及び注目すべき生息•生育の

場への影響の程度を適切に予測し、必要に

応じて環境保全措置を検討する。 
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第 4.4-1 表(3) 重大な環境影響が考えられる項目についての評価の結果 

環境要素 評価結果 方法書以降の手続き等において留意する事項 

景観 

①主要な眺望点の直接改変の有無 

事業実施想定区域に主要な眺望点は存在し

ないが、「二又夢はぐ館」が事業実施想定区域

（風力発電機設置対象外）に含まれる。今後の

事業計画の検討において、右に示す事項に留意

することにより、重大な環境影響を回避又は低

減できる可能性が高いと評価する。 

・主要な眺望点の利用状況等を把握した上で、

主要な眺望点の直接改変が生じないように

環境保全措置を検討する。 

②景観資源の直接改変の有無 

景観資源については、「六ヶ所海岸段丘」及

び「尾駮沼湿原」以外はいずれも事業実施想定

区域に存在せず、直接的な改変が生じないこと

から、重大な影響はないと評価する。 

「六ヶ所海岸段丘」及び「尾駮沼湿原」につ

いては、一部が事業実施想定区域と重複する

が、この景観資源の範囲には既に道路や耕作地

などが存在し、人工改変が及んでおり、右に示

す事項に留意することにより、重大な影響を回

避又は低減できる可能性が高いと評価する。 

・樹木の伐採を限定し、改変面積を最小化す

ることを検討する。 

③主要な眺望点からの風力発電機の視認可能性及び見えの大きさ 

主要な眺望点からの風力発電機の視認可能

性について、「むつ小川原国家石油備蓄基地展

望台」、「二又夢はぐ館」、「横浜町烏帽子平自然

の家」、「上北六ヶ所太陽光発電所展望台」、「六

ヶ所原燃 PR センター」、「エネワンソーラーパ

ーク六ヶ所村展望台」、「大石総合運動公園」、

「南地区老人憩いの家」、「ぼんてん山」、「吹越

烏帽子」、「尾駮レイクサイドパーク」、「六ヶ所

野鳥観察公園」、「鷹架野鳥の里森林公園」、「ユ

ーラス六ヶ所ソーラーパーク展望台」、「砂浜海

岸海水浴場」から風力発電機が視認される可能

性がある。 

主要な眺望点からの風力発電機の見えの大

きさについて、「垂直視角と送電鉄塔の見え方

（参考）」（第 4.3-14 表）によると、「むつ小川

原国家石油備蓄基地展望台」及び「二又夢はぐ

館」からの風力発電機の見えの大きさは、配置

によっては「見上げるような仰角にあり、圧迫

感も強くなる。」程度となる可能性がある。 

今後の環境影響評価手続き及び詳細設計に

おいては、右に示す事項に留意することによ

り、重大な影響を回避又は低減できる可能性が

高いと評価する。 

・主要な眺望点の主展望方向や主眺望対象、

眺望点の利用状況を踏まえて、風力発電機

の配置位置を検討する。 

・主要な眺望点から撮影した写真に発電所完

成予想図を合成する方法（フォトモンター

ジュ法）によって、主要な眺望景観への影

響について予測し、必要に応じて風力発電

機の設置位置の再検討等の環境保全措置を

検討する。 

・風力発電機の塗装色を自然になじみやすい

色で検討する。 

人と自然と

の触れ合い

の活動の場 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場が

事業実施想定区域に含まれず、直接的な改変は

生じないことから、重大な影響はないと評価す

る。 
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第5章 計画段階環境配慮書を委託した事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事

務所の所在地 

 

事 業 所 の 名 称  ：株式会社復建技術コンサルタント 

代 表 者 の 氏 名  ：代表取締役 菅原 稔郎 

主たる事務所の所在地 ：宮城県仙台市青葉区錦町 1-7-25 
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